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第２章 現状分析と将来予測 

 消防力整備計画の策定に係る取組や課題を把握するため、現在の消防事務の処理 

状況と、計画期間を含む将来の消防需要について整理しました。 

１ 現状と課題 

⒧ 現状

尾三消防本部は、旧尾三消防本部（日進市、みよし市、東郷町）、旧豊明市

消防本部、旧長久手市消防本部が平成 30 年４月１日に消防広域化してスター

トした消防本部です。広域化により管轄人口は約32万人、管内面積約130km2、

１本部９署所、消防吏員数 334 名（条例定数 352 名）という体制となり、地域

の消防需要に対応しています。

ア 地域の現況と災害の発生状況

過去 10 年間において管内人口・世帯数は増加傾向にあり、人口は年間

１%程度、世帯数は２%程度の増減率となっています（表 1.1、図 1.1）。危険

物施設は全国的な傾向と同様に減少傾向にありますが、中高層建物①や防火

対象物②は増加傾向となっています。 

火災や救助の発生件数は、減少又は横ばいの傾向にありますが、救急件数

は人口の増加に伴って増加しています。さらに、65 歳以上の高齢者人口も増

加傾向にあることから、救急件数の増減率は人口よりも大きく、平均約４%

となっています（表 1.2、図 1.2）。 

このような救急件数の増加を受け、119 番受信件数も増加傾向となって 

います。 

①中高層建物：高さ 15ｍ以上の建築物をいう。
②防火対象物：山林又は舟車、船きょ若しくはふ頭に繋留された船舶、建築物その他の工作物若しくはこれらに

属するもの（消防法第２条第２項）。 
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(ｱ) 『消防力の整備指針』に基づく検討 

市町村が目標とすべき消防力の整備水準は、『消防力の整備指針（平成

12 年消防庁告示第１号）』において示されています。各消防機関は、同指

針に基づく目標数を基本とし、地勢や道路事情等の地域特性を勘案して消

防力の整備目標を定めています。消防力の整備指針に基づく消防力の目標

数と現有数との比較を表 1.5 に示します。 
 

表 1.5 消防力の整備指針に基づく消防力の目標数と現有数（平成 31年 4月 1日現在） 

消防力 
消防力の整備指針の 

主要な指標 

消防力の整備指針

に基づく目標数 
現有数 

消防署所 市街地人口 10署所 9署所 

消防車両 

指揮車 消防署の数 5台 1台 

タンク車 市街地及び準市街地人口 15台(3) 13台(2) 

はしご車 中高層建物 4 台 4台 

化学車 
危険物施設 

（第 4 類危険物の 5 対象施設） 2台 2台 

救急車 人口 12台(3) 12台 

救助工作車 消防署の数 5台 3台 

消防職員（車両運用人員） 

（休暇日数等を考慮） 
配置車両数に基づく 

搭乗人員数 
402人 255 人 

※消防署所の現有数（9 署所）には、尾三消防本部特別消防隊を含む。 

括弧内の数値は、予備車を表す。 

 

a 消防署所 

消防署所について、消防力の整備指針では、市街地に配置する消防署

所の目標数は、市街地人口に応じた数が基本として示されています。  

平成 31 年４月１日現在の管内人口は約 32 万人（うち市街地人口  

約 31 万人）であり、消防力の整備指針の別表第一（市街地に配置すべ

き署所の数）から、９署所という数は妥当と考えられます。 

ｂ 消防車両 

消防車両について、消防力の整備指針では、消防署所と同様に、車両

の種類毎に人口等に応じた配置目標数が示されていますが、現有数と 
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比較すると、指揮車、タンク車、救助工作車が不足しています。 

(a)  指揮車 

指揮車について、消防力の整備指針では、消防署と同数を整備する

こととされています。指揮隊は火災事案など複数部隊が活動する際の

消防活動の指揮を執るとともに、情報収集や安全管理などの重要な役

割を果たします。特に火災等の初期段階における活動方針の決定は重

要であり、そのためにも迅速な現場到着が必要になりますが、広域化

により管内面積が拡大していることから、全ての災害現場への迅速な

出動や、複数箇所で同時に発生する災害への対応は困難です。将来的

には目標数に近づくよう整備していくことが望ましいと言えます。 

(b)  タンク車 

タンク車について、消防力の整備指針では、概ね市街地及び準市街

地の人口に基づき配置数が定められています。現有台数は整備指針 

よりも２台不足していますが、タンク車の機能は化学車により代用が

可能であり、現状の消防力で一定の対応は可能と考えられます。ただ

し、一般の火災と危険物施設火災が同時発災した場合における影響に

ついては配慮する必要があります。 

また、どのような消防活動を行うことができるかは、車両数だけで

なく乗車人員数が重要な要素となります。例えば、建物火災現場へ 

最先着する消防隊員の数が、３名では人命検索・救助活動の実施が 

難しくなりますが、５名なら人命検索、救助活動及び援護注水が可能

となるなど、消防隊の活動内容が変わってきます（消防力の整備指針

では、タンク車に乗車する消防隊の隊員数は５名または４名とされて

います）。 

現状では、タンク車の乗車人員は３名から５名であり、さらに、  

特別消防隊や３出張所では消防隊と救急隊の兼務となっています。 

14





: 20km
: 30km
: 40km
: 

0 2000m



 



4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m





4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m

4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m

6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 9 
9 -- 12 
12 -- 16 
16 

0 2000m

8 
8 -- 10 
10 -- 12 
12 -- 14 
14 -- 16 
16 

0 2000m









4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m

4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m

4.5 
4.5 -- 6 
6 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 12 
12 

0 2000m

4.5 
4.5 -- 7.5 
7.5 -- 10 
10 -- 15 
15 -- 20 
20 

0 2000m











 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





第２章 現状分析と将来予測 

２ 将来予測 

⒧ 消防需要の推移 

今後の消防需要の傾向を把握するため、将来推計人口及び救急搬送人員の推計

を行いました。 

ア 将来推計人口 

国土技術政策総合研究所「小地域（町丁・字）を単位とした将来人口・世帯

予測ツール（Ver.2.1）」を用いて、平成 22 年及び平成 27 年の国勢調査人口を

もとに、令和２年から令和 27 年（５年毎）の年齢階級別の人口推計を行いま

した。推計には、2 種類の推計手法（コーホート変化率法④、コーホート要因法
⑤）を用いています。推計結果は表 2.1(1)、2.1(2)及び図 2.1、2.2 のとおりです。 

 
  表 2.1(1) 将来推計人口（コーホート変化率法） 

 

  
  表 2.1(2) 将来推計人口（コーホート要因法） 

 

  
 

 
④コーホート変化率法：各コーホート（同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団のことを指す。）につい

て、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計す
る方法。 

⑤コーホート要因法：各コーホートについて、「自然増減」（出生と死亡）及び「純移動」（転出入）という二つ
の「人口変動要因」それぞれについて将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する
方法。 

構成市町 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

豊明市 68,160 66,620 64,655 62,524 60,501 58,518

日進市 90,967 92,933 94,257 94,781 94,712 94,129

みよし市 62,908 63,116 62,817 62,241 61,540 60,721

長久手市 62,172 65,485 67,916 69,583 70,458 70,693

東郷町 43,376 43,314 42,879 42,238 41,609 40,999

全体 327,583 331,468 332,524 331,367 328,820 325,060

推計人口（変化率法）

構成市町 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

豊明市 68,159 66,613 64,658 62,535 60,491 58,521

日進市 90,955 92,933 94,264 94,791 94,713 94,114

みよし市 62,905 63,111 62,785 62,236 61,559 60,723

長久手市 62,213 65,535 67,974 69,538 70,424 70,662

東郷町 43,383 43,321 42,872 42,257 41,609 40,996

全体 327,615 331,513 332,553 331,357 328,796 325,016

推計人口（要因法）

34



 



0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0
4

5
9

10
14

15
19

20
24

25
29

30
34

35
39

40
44

45
49

50
54

55
59

60
64

65
69

70
74

75
79

80
84

85
89

90

H25 H26 H27 H28 H29 H30





 



第２章 現状分析と将来予測 

(2)  求められる消防体制 

尾三消防組合は平成 30 年 4 月 1 日に消防広域化を行い、各消防本部が保有す

る消防力が統合されることにより、消防基盤の強化が図られました。今後の消防

力の整備方針としては、まず、広域化によるスケールメリットを最大限に活用し

た消防体制の構築が必要です。次に、今後 10 年間で見込まれる消防需要の増加

を踏まえ、これに対応する効果的・効率的な消防体制の構築が必要となります。 

 

ア スケールメリットを最大限生かした消防体制（フェーズ１） 

消防庁によれば、消防広域化により期待できるメリットとしては、次のよう

な事項があげられます。 

① 災害発生時における初動体制、増援体制の強化 

② 現場活動要員の増強 

③ 救急業務・予防業務の高度化・専門化 

④ 財政規模の拡大に伴う高度な装備・資機材の整備の充実 

⑤ 現場到着時間の短縮 

⑥ 人事異動・研修の充実など組織の活性化 

消防広域化により、尾三消防本部では既に次のような効果が得られています

が、更なる取組を進めることが必要です。 

(ｱ) 住民サービスの向上 

a  現場到着時間の短縮 

消防広域化により構成市町の境界を越えて消防車両が出動できるよう

になったため、市町境界付近等の地域の現場到着時間が以前よりも短縮し

ています。 

b  出動体制の強化 

第 1 出動可能な部隊数が増えたことにより、初動体制、増援体制が強化

され、多くの部隊の出動が必要となる大規模火災への対応や、件数の非常

に多い救急事案への対応が強化されています。 
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(ｲ) 組織体制の強化 

a  現場活動人員の増強 

本部機能を統合したことにより、本部の配置人員を減らし、予防部門や

指令部門、警防部門の人員を増強することが可能となりました（平成 30 年

4 月 1 日現在では、救急隊 1 隊が増隊となっています）。 

(ｳ) 財政基盤の安定 

a  組織運営の安定化、効率化 

財政規模の拡大により、安定した組織運営や装備・施設の効率化が可能

となりました。 

 

イ 消防需要に対応する効果的・効率的な消防体制（フェーズ２） 

消防需要の将来予測結果から、今後しばらくは消防需要の増加が見込まれる

ことが明らかとなりました。前節で整理した現状の課題への対応として、次に

示すような取組が必要となります。 

(ｱ) 救急体制の充実強化 

救急隊の運用体制の見直し（兼務の解消等）や、ICT（情報通信技術）の

活用促進、予防救急⑥の普及啓発、救急車の適正利用の推進等、総合的な対

策を推進する必要があります。 

(ｲ) 大規模災害への対応力強化 

広域化による管内面積の拡大や災害発生件数の増加に加え、近年の災害

態様の変化や大規模化を踏まえると、指揮隊の増強や統一的な指揮体制の

確立等が必要です。また、大規模災害時における緊急消防援助隊の応援・受

援体制の強化も必要です。 

 

 

 

 

 
⑥予防救急：救急車が必要になるような病気や怪我等を、少しの注意や心がけで防ぐ取組み。 

40



第２章 現状分析と将来予測 

(ｳ)  人材育成 

救急隊は、救急救命士への応急処置範囲の拡大など、近年求められる知

識・技術は高度化してきており、計画的な育成が急務となっています。   

一方、迅速な救助活動には特殊な資機材や救助技術が必要とされ、救助隊

員にはその為の知識・技術が求められることから、救助隊員についても計画

的な育成、訓練により、技術・知識のレベルアップを図っていくことが必要

です。 

このように、救急や救助といった専門性の高い業務に携わる隊員の能力 

向上が求められます。 

(ｴ) 消防施設・装備の効率的配置 

消防署所や消防車両の統一化・効率化による維持管理費の削減を図り、 

将来的な消防需要の分布に即した配置の検討など、取組が必要です。 

特に、救助工作車、はしご車、化学車等台数が限られる特殊車両について

は、災害対応事務の処理状況等を踏まえ、最も効率的かつ効果的な配置を 

検討しなければなりません。 

また、これら特殊車両を含む全体の部隊配置及び運用について、同じく 

検証結果を始め、管内情勢、消防需要の頻度や分布、配置署所の状況等の 

諸条件を総合的に捉えて、最も効率的かつ効果的な部隊配置や運用を研究

する必要があります。 

(ｵ) 通信指令システムの強化 

救急件数等の増加する消防需要に対し迅速かつ的確に対応するため、 

通信指令システムの安定稼働と信頼性強化を図るとともに、システム機能

の陳腐化を回避し、適切な頻度で保守・更新を行っていく必要があります。 

また、大規模地震や異常気象等による風水害への対応力強化を図るため、

設備の設置場所や多重化について検討を進める必要があります。 
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